
※括弧内〔早期健全化基準（財政再生基準）〕

  実質赤字比率　　　 〔15.00（20.00）〕 元利償還金の額（繰上償還額等を除く） (1) 613,703 (2)の内訳 決算額（単位：千円、％）

  連結実質赤字比率 〔20.00（30.00）〕 公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金 (2) 97,800 簡易水道事業 0
  実質公債費比率　  〔25.0（35.0）〕 宅地造成事業 0
  将来負担比率       〔350.0〕 水道事業 97,800

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの (4) 9,462
特定財源の額 (5) 3,589 (3)の内訳 決算額（単位：千円、％）

災害復旧費等に係る基準財政需要額 (6) 438,989 須賀川地方広域消防組合 6,863
石川地方生活環境施設組合 9,906

(A) 一括算入再配分相当額 23,278
(B)
(C)
(D) 小計（(1)～(4)）－（(5)～(8)） (A) 206,881 (4)の内訳 決算額（単位：千円、％）

/(D) 標準財政規模 (9) 4,635,949 国営事業負担金 0
(6)～(8)の額 (10) 550,542 社会福祉法人補助金 9,462
小計(9)－(10) (B) 4,085,407 その他 0
実 質 公 債 費 比 率 (A)/(B) × 100 5.06390

4.6
(1) 216,720
(2) 11,722
(3)
(4)
(5) 令和2年度末一般会計等の地方債現在高 (1) 7,904,461 (2)の内訳 決算額（単位：千円、％）

(6) 63,754 債務負担行為に基づく支出予定額 (2) 21,828 国営事業負担金 0
(7) 70,042 公営企業債等の元利償還に対する繰入見込額 (3) 777,198 社会福祉法人補助金 21,828
(8) 3,465 組合等の地方債の元利償還に対する負担見込額 (4) 480,323 その他 0
(9) 退職手当支給予定額のうち負担見込額 (5) 1,067,067
(10) (6) 2,037,061
(11) 792,962 (7) 122,499 (3)の内訳 決算額（単位：千円、％）

(12) (8) 6,993,152 水道事業会計 777,198
(13) (A) 1,098,165 宅地造成事業特別会計 0
(14) (9) 4,635,949
(15)
(16) 27,503 (4)の内訳 決算額（単位：千円、％）

(17) 須賀川地方広域消防組合 134,014
(18) 石川地方生活環境施設組合 346,309
(19)
(20)
(A) (B) 4,085,407
(B) 4,635,949 将 来 負 担 比 率 (A)/(B) × 100 26.8
100 ― （注）連結実質赤字額は、全ての会計で黒字のため「０」、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率は、「－」表示。

連結実質赤字額（(1)～(20)の計） 小計（標準財政規模(9)－算入公債費等(10）～(15)）
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地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
介 護 保 険 特 別 会 計
後期高齢者医療特別会計

実質赤字比率（(A)+(B)+(C)） ―
分
母連結実質赤字比率 資金不足比率

将来負担比率
土 地 開 発 事 業 特 別 会 計

区分
決算額

（単位：千円、％）
左の内訳

3ヵ年平均（4.33500 + 4.58357 + 5.06390）/ 3

実質赤字比率

区　　分 決算額（単位：千円、％）

支 払 繰 延 額 0
事 業 繰 越 額 0
標 準 財 政 規 模 4,635,949

― 実質公債費比率

連結実質赤字比率 （％） ― 区分

繰 上 充 用 額 0

決算額
（単位：千円、％）

左の内訳

実 質 公 債 費 比 率 （％） 4.6

分
子

将 来 負 担 比 率 （％） 26.8
一部事務組合等の起こした地方債の償還
に充てたと認められる補助金又は負担金

令和2年度
健全化判断比率の状況 比

率
の
状
況

実 質 赤 字 比 率 （％）

(3) 40,047
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密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要額
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事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費
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令和2年度末充当可能基金現在高


